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1日 はじめに

わが国においては,市町村自治体によって提

供される公共サービスが一定の水準に保たれる

ように地方財政制度がしかれているため
1),一

般に公共サービスの地域格差が小さいといわれ

ている。しかしながら近年では,高齢者福祉サー

ビス,保育園 。託児所サービス,ごみ 。廃棄物

処理サービス,救急医療サービスの分野を中心

に,市町村間にはサービス格差が存在すること

が指摘されている (神谷 1995,杉浦 1997,林 。

新美 1998な ど)。 また一つの市町村内において

も,特に大合併を行ってできた自治体では,旧

来の市町村間格差が持ち越され公共サービス施

設が整っている地区とそうでない地区が存在し,

格差が地域問題化していることがある。そして

近年,自 治体財政が悪化したため,市場原理を

導入した民営化・効率化が,公共サービスの運

営に求められるようになっており
2),今後は公

共サービスの地域格差が拡大することが懸念さ

れる。したがってわが国の公共サービス分野に

おいて,市町村間のいわゆる地域間格差と,市

町村内のいわゆる地域内格差の程度を明らかに

し,その背景についての解明が必要な時期に来

ていると思われる。

もともと欧米では,公共サービス施設の立地
。

公共サービスの提供に,自 治体間や自治体内で

も極めて大きい地域格差が存在し,それが地区

住民の社会経済的属性と強い関係があることが

指摘されてきた (ノ ックス1995)。 例えばアメリ

カ合衆国の大都市圏では,所得水準の低い居住

者が多い自治体では,財政に苦しんでおり,教

育。医療の分野だけでなく民営化の難しい消防・

警察の分野まで,大幅にサービスを低下させて

いる自治体があるという (Clark 1990)。 また

Knox(1982)は ,オ クラホマ都市圏を対象地域

として,公共サービス施設への近接性と住民の

社会経済的属性を分析し,コ ミュニテイが享受

する諸施設への “接近のしやすさ"・に量的 。質

的な格差があることを示した。すなわち,イ ン

ナーシテイ型コミュニテイでは,貧困者と高齢

者の多さ,高い失業率,黒人ゲットーの存在で

特徴づけられ,医療施設・コミュニテイセン

ター・教育施設への近接性が悪い。一方,都市

圏の郊外部型コミュニテイには,居住者が富裕

で高い社会経済的地位にあり,職場などへの近

接性は悪いものの,病院への近接性がよい地区

が多いという。

ところで都市圏内の公共サービスに関する住

民の利用と自治体の供給について,ア メリカ合

衆国の地域経済学者テイブーが市場システムの

観点から考察し,「テイブー仮説」と呼ばれてい

る仮説を提唱している (Tibout 1956)。 テイブー
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仮説とは,自 治体に税金を支払う住民と,その

税金でまかなわれる公共サービスを提供する自

治体からなる「市場」があり,住民は,自分の

選好の組み合わせを満たすように自治体間を転

居することができる。その結果,自 治体は「市

場」を通じて人口と公共サービス水準を均衡さ

せることができるというものである。 しかしな
がら実際のところ,公共サービス水準の低い自

治体では,所得水準の高い住民の脱出が生じ,ま

すます自治体財政は窮乏し公共サービスの水準

は低下するという (Friskenら 1997)。

公共サービスのうちでも特に,住民にとって

切実な問題が医療 。福祉サービスである。神谷

(1995)は 岐阜県飛騨地方を事例地域として取り

上げ,高齢化人口など地域事情を加味しながら

岐阜県「保健医療計画」と飛騨地方市町村「老

人保健福祉計画」を検討し,老人福祉サービス

においては飛騨医療圏を構成する20市町村間格

差が,将来かなりの程度生じようとしているこ

とを明らかにした.林・新美 (1998)は ,愛知

県88市町村を対象に,救急告示医療機関や第 1

次 。第 2次 。第 3次救急医療機関による救急医

療体制を分析し,基本的には救急医療サービス

の空間的供給システムは中心地システムと類似

した構造をもつものの,医療機関数,医師会や

自治体の組織力・財政力には地域差があるため,

救急医療サービスの供給水準には地域間格差が

あり,今後は地域間格差の解消をめざすととも

に,救急医療サービスの質をより高める方策を

見つけだすことが必要であると述べている。

杉浦 (1997)は ,広島県86市町村を対象とし

て,高齢者福祉サービスのニーズと供給を取り

上げ,地域的公正を議論した。その結果,1)高

齢者人口当たりのサービス供給量は都市部より

も非都市部で高い水準を示したこと,2)主観的

ニーズとサービス供給との間には有意な正の相

関関係がみられ比較的高い水準の地域的公正が

保たれていること,3)高齢者福祉サービスでは

互いに隣接する市町村で大きな差が生じている

事例があり,今後,重大な問題となる可能性を

はらんでいること,な どを明らかにしている

一方で,わが国の公共サービスについては,生

活の質のを把握するための指標の一つとしても

研究されてきた。例えば,都道府県間格差につ

いて,加藤 (1991)は 生活の質を左右する指標

として,自然環境 (人口密度,人口百万人当り

公園数)に加えて,学校教育 (百万人当り小・中。

高等学校数),医療 (百万人当り歯科診療所 。一

般病院 。診療所数),居住環境 (上水道普及率,

百万人当り小売店・飲食店数,百万人当り金融

機関店舗・郵便局数),安全 (百万人当り消防自

動車現有数・警察官数),社会教育 (百万人当り

公民館 。図書館・スポーツ施設数)な どの公共

サービスをとりあげ,生活の質にとつて公共

サービスの水準が重要であることを指摘してい

る。

さらに生活の質に関わる都市圏内 。市町村内

の地域内格差については,吉田・鈴木 。長谷川

(1998)は ,生活の質を客観的に尺度化するため

に共分散構造モデルを提示し,その適用事例と

して山形市における生活の質を測定した。その

結果,生活の質とは,客観的環境特性 (公共サー

ビス施設への近接性,交通サービスのレベルな

ど)と個人の主観的な評価から,利便性・快適

性 。安全性で総括され,それぞれ居住者の個人

属性のうち,利便性には年齢・居住年数が,快

適性には就業状態 。家族構成が,安全性には年

齢・居住年数が影響していることを明らかにし

た。さらに公共サービス施設への近接性から,利

便性・快適性。安全性の空間的特性を把握し,都

市部では利便性が,郊外部では快適性が高いと

いう,生活の質の指標の多面性を示した。

また関根 (1992)は ,調査対象地域として岩手

県盛岡市を取り上げ,11× 12の基準メッシュの

からなる研究地域を設定して,ス ーパーマー

ケット,銀行,内科医院,幼稚園・保育園,公

園,バス停といった生活に密着したコミュニ

テイ・レベルの施設を対象とし,居住地区から

諸施設への近接性を算出した。その近接性を5段

階のレベルに区分し,それに基づいて居住地区
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ごとの「生活環境」状態を把握してその地域差

をみいだした。その結果,1)中心部から周辺部

へと向かうにつれて一般的に生活環境が低下す

ること,2)人口集中地区内部および郊外の
ニュータウンでは,諸施設への近接性が「普通」

のレベルで,生活環境が安定している地域が広

がっていることを明らかにした。

一方,黒田 (1992)は ,生活環境のレベルが

人々の居住地選択に与える影響を分析している。

黒田は,人が居住地を選択する際には「生活環

境の検討を行い,必要とする基本的条件が満足

される地区を選択する」ことから,生活環境の

整備と人口変化には関係があるとしている。そ

して,地区の人口変化の状況を生活環境水準の

観点から分析するために,浜松市を事例として,

市域を35の地区に区分し,人口成長率 。世帯増

加率を被説明変量,医療施設 。商業施設・都市

公園 。下水道という項目からなる生活環境指標

を説明変量とする重回帰分析を行った。その結

果,地区の人口変化と生活環境水準の間には若

干の関連性があることをみいだした。

以上のように,わが国においては,公共サー

ビスを指標として用い,都道府県内の市町村間

格差や,都市圏内 。都市域内における生活環境

の地域格差を明らかにした研究は存在するもの

の,わが国の地方財政制度のおかげで,その格

差の水準は未だ深刻な社会問題となっていない

と思われる。しかしながら公共サービスの地域

格差の実態について,欧米の研究に見られるよ

うな公共サービスの水準と住民の社会経済的属

性との関連を検討した研究はない。また現在で

は,前述のように,国家財政 。自治体財政が逼

迫して,公共サービス体制が縮小されつつある。

このような事情を考慮して本論では,静岡県,西

遠地区 。北遠地区広域市町村圏,浜松市を事例

地域として,公共サービスの県内の市町村間格

差,都市圏内や中心都市内における地域内格差

の実態を把握し,その背景にどのような住民の

人口。社会経済的特性が存在しているかを検討

することにする。

2日 研究方法および資料

本研究では,前述のように公共サービスの格

差の実態を明らかにするために,自 治体の規模・

財政カテゴリーとともに,医療・生活環境 。教

育。安全の5カ テゴリーに関する17の公共サー

ビス項目を選び,「人口10万人当たり」もしくは

「人口1000人当たり」の値に変換してデータを

収集 。作成した (第 1表 )。 データ項目は,自治

体の規模 :総人口,財政カテゴリー :(財政)歳

入額,(財政)歳出額,財政力指数,課税対象所

得額,医療カテゴリー :病院数,一般診療所数,

歯科診療所数,病院病床数,医師数,歯科医師

数,看護婦・准看護婦数,薬局数,生活環境カ

テゴリー :郵便局数,金融・保険機関数,教育

カテゴリー :幼稚園数,小学校数,中学校数,高

等学校数,安全カテゴリー :消防署数,消防分

団数,警察署数である。このうち小学校 。中学

校 。高等学校数には分校を,警察署数には派出

所 。交番を含んでいるため,低次レベルのサー

ビス施設まで網羅している。また項目に,公共

サービスを提供する施設数だけでなく,実際の

サービス供給量をより反映する,病院病床数,医

師数,歯科医師数,看護婦・準看護婦数もリス

トアップしてある。

そして市町村ごとの公共サービス水準を,静

岡県内74市町村全体の平均値 。標準偏差を用い

て算出した偏差値として表した。偏差値は,項

目ごとによって異なる測定単位や分布のばらつ

きの大きさに左右されないというメリットを

もっている。また市町村間格差の大きさを変動

係数で把握した。変動係数は,標準偏差を平均

値で除して算出するするもので,測定単位に左

右されず,値が大きれば格差が大きいことを意

味し, 逆に値が/1ヽさければ格差が/Jヽさいことを

意味する。

なおわが国では地方行政制度の一環として,

個別の市町村では対応の難しい公共サービスを

提供するために広域行政の制度があり,それら
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第 1表 自治体の規模 。財政状況 。公共サービス項目と用いた資料

略称 (第 1・ 2図 ) 項 目 名 調査年度 調査資料名

総人口

歳入額

歳出額

財政力指数

課税対象所得額

総人口

人口 1人当たり財政歳入額

人口 1人当たり財政歳出額

財政力指数

納税義務者 1人当たり

課税対象所得額

1995

1997

1997

1997

1996

総務庁統計局「1995年国勢調査」

静岡県市町村振興協会

「市町村しずおか」

同上

同上

日本マーケテイング教育センター

「個人所得指標」

病院数

一般診療所数

歯科診療所数

病院病床数

医師数

歯科医師数

看護婦・准看護婦数

薬局数

人口10万人当たり病院数

同 一般診療所数
同 歯科診療所数
同 病院病床数
同 医師数
同 歯科医師数
同 看護婦・准看護婦数
同 薬局数

1997

1997

1997

1997

1996

1996

1996

1998

厚生省 「医療施設調査」
厚生省 「医療施設調査」
厚生省 「医療施設調査」
厚生省 「医療施設調査」
厚生省 「医師・歯科医師・薬剤師調査」
同上

県健康福祉部調

県薬務課「薬局 。医薬品販売業務数調」

郵便局

金融・保険機関数

同 郵便局数
人口 1000人当たり

金融 。保険機関数

1999。 2000

1996

N円 電話帳 (タ ウンページ)

総務庁統計局

「1996年事業所統計調査」

幼稚園数

小学校数

中学校数

高等学校数

人口10万人当たり

幼稚園数

同 小学校数 。分校数
同 中学校数 。分校数
同 高等学校数・分校数

1999

1999

1999

1999

生活統計室

「平成 H年度学校基本調査報告書」

同上

同上

同上

消防署数

消防分団数

警察署数

同 消防署数

同 消防分団数
同 警察署。派出所。交番数

1999

1999

1999・ 2000

県消防室

「平成11年版火災統計と消防の現況」

同上

M町電話帳 (タ ウンページ)

には自治省 :広域市町村圏,建設省 :地方生活

圏,厚生省 :保健医療圏などがある。これらの

うち静岡県下には,10の広域市町村圏,3の地

方生活圏が設定されている。広域市町村圏は

1969年に自治省によって,中心市町村との通勤・

通学,購買,医療の状況を指標として住民の日

常生活圏の実態に即してその圏域が設定された

もので,人口10万人以上の規模の地域となるよ

うに定められている (第 2表).圏域内において

は道路,病院,消防施設, し尿 。ごみ処理場な

どの共同整備がなされている。さらに圏域は,公

共施設の配置目標に対応させて,基礎集落圏。1

次生活圏・2次生活圏。広域市町村圏という階層

的生活圏に区分されている。一方,地方生活圏

は,建設省によって1969年 に新全国総合開発計

画の広域生活圏を具体化する目的で,経済開発

や生活環境の整備のために制定されたものであ

る。広域市町村圏と同様に,圏域は基礎集落圏・

1次生活圏・2次生活圏。地方生活圏という階層

的圏域をもつ。広域市町村圏・地方生活圏とも,

それぞれの圏域には中心都市が指定されている。

静岡県内の 3の地方生活圏は,広域市町村圏に

比べてかなり広い (第 2表 ).

公共サービスを供給するために,こ うした圏

域が階層的な圏域に区分される理由は,総合病

院,消防署や大学など,利用者は非日常的にし
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第 2表 静岡県における広域市町村圏 。地方生活圏の圏域設定

地方生活圏 東部 (9市 17町 2村 ) 中部 (5市 H町 ) 西部 (7市 21町 2村 )

広域市町村圏 駿豆 南伊豆 富士 静清庵 志太 島田・榛原 束遠 中遠 西遠 北遠

市町村 ○沼津市

熱海市

三島市

伊東市

御殿場市

裾野市

伊豆長岡町

修善寺町

戸田村

土肥町

函南町

韮山町

大仁町

天城湯ケ島町

中伊豆町

清水町

長泉町

小山町

○下田市

東伊豆町

河津町

南伊豆町

松崎町

西伊豆町

賀茂村

〇富士市

富士宮市

芝川町

○静岡市

清水市

富士川町

蒲原町

由比町

○焼津市

○藤枝市

岡部町

大井川町

○島田市

榛原町

吉田町

金谷町

川根町

中川根町

本川根町

○掛川市

御前崎町

相良町

大須賀町

浜岡町

小笠町

菊川町

大東町

○磐田市

袋井市

森町

浅羽町

福田町

竜洋町

豊田町

豊岡村

○浜松市

浜北市

湖西市

舞阪町

新居町

雄踏町

細江町

引佐町

○天竜市

春野町

龍山村

佐久間町

水窪町

○ :広域市町村圏における中心市町村

か利用せずサービス施設が成立するためには多

くの人口を必要とするサービスと,小 。中学校 ,

診療所など,利用者が日常的に利用し施設が成

立するためにはさほど多くの人口を必要としな

いサービスがあるからである。中心地理論の観

点からいうと,前者は高次なサービス,後者は

低次なサービスとみなすことができる。

本研究では,静岡県内の市町村 。広域圏レベ

ルの公共サービスの水準や市町村間格差の実態

を把握するために,平均値 (偏差値)・ 変動係数

を,(1)静岡県内の74市町村,(2)21行政市,

(3)53町村,(4)10広域市町村圏,(5)3地方

生活圏など,い くつかの地域の枠組みごとに算

出した。

次に広域行政圏内・市域内における公共サー

ビスの格差を把握するために,西遠地区・北遠

地区広域市町村圏および浜松市を事例地域とし

て選んだ。その理由は,都市圏内格差 。自治体

内格差についての欧米でのこれまでの研究では,

ブルーカラー就業者が多く居住する地区におけ

る 1次医療サービスの剥奪が指摘されており

(Knox 1978),西 遠地区広域圏・浜松市では製造

業が発達しブルーカラー就業者の割合が多いか

らである。ただし広域行政圏を分析する際には,

過疎化が進んでいる北遠地区広域市町村圏も含

めて分析することにした。

さらに浜松市内部における公共サービスの地

域内格差を把握するために,静岡県内市町村間

格差が最も大きかった項目である医療サービス

を取り上げた。そして医療施設への近接性の違

いと,その背後に存在する地区住民の社会経済

的属性との関係を,分析単位地域として前述の

基準メッシュを用いて明らかにした。

医療施設への近接性を把握するため,「N「Ⅱ

職業別電話帳 静岡県西部版」NTT(2000)か
ら延べ455医療機関について施設とその住所を

リストアップし,メ ッシュごとにその立地を調

査した。そして各メッシュに居住する住民が利



公共サービスの地域間格差 。地域内格差

用可能な施設数9を数え,「医療施設への近接

性得点」とした。そしてさらにその値を当該

メッシュに居住する人口で割って「人口1000人

当りの医療施設への近接性得点」とした。なお

当該のメッシュに居住する住民の社会経済的属

性を,1995年国勢調査地域メッシュ統計を使用

して,「人口総数」「0-5歳人口率」「0-14歳

人口率」「15-64歳人口率」「65歳以上人口率」

「核家族世帯率」「卸。小売業就業者率」「ブルー

カラー就業者率」という指標によつて把握した。

これらの指標を選んだのは,日本における都市

内部の居住分化は,人口の年齢構成,世帯類型

の構成という「家族的状況」と就業者の職業構

成。産業構成,住宅の居住環境という「社会経

済的状況」の2つの次元を中心に進展している

ことが,指摘されているからである (西原。大

偏差値

り|11986).

3.静岡県市町村間における公共
サービスの格差の実態

まず74市町村・21行政市・53町村について,

自治体の規模・財政カテゴリーの 5項目および

公共サービス17項目の平均値 (偏差値)の と変

動係数を示したのが,それぞれ第 1図 。第 2図

である。まず公共サービスの水準を示す平均値

(偏差値)に注目する。74市町村のうち,行政市

21市のみの平均値 (偏差値),53町村の平均値

(偏差値)をみると (第 1図 ),自治体の規模・財

政カテゴリーでは,「総人口」「財政力指数」「課

税対象所得額」で行政市の平均値が高く,逆に

人口当たりの「(財政)歳入額」「(財政)歳出額」

1.30

‐0.70

第 1図 公共サービス 22項目の平均値 (偏差値)
-21行政市・53町村 。10広域市町村圏。3地方生活圏ごと一

注 :22項 目の平均値は、静岡県74市町村全体の平均値・標準偏差を用いて算出された偏差値について求めら
れている。したがって74市町村の偏差値の平均値は0である
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第 2図 公共サービス 22項目についての変動係数
-74市町村。21行政市・53町村 。10広域市町村圏。3地方生活圏ごと一

では町村の値が高い。このことは行政市は,規

模が大きく住民の所得水準も高く健全な自治体

財政であり,町村では前述のわが国の地方財政

制度のため,住民 1人あたりの財政支出が高く

保たれていることがわかる。公共サービスの項

目では,「病院数」「一般診療所数」「歯科診療所

数」「病院病床数」「医師数」「歯科医師数」「看

護婦・準看護婦数」「金融 。保険機関数」「高等

学校数」「消防署数」で,行政市の方が平均値が

高い。医療サービス,民間による金融サービス

の分野で,行政市の住民が高い水準のサービス

を受けていることが分かる。逆に「郵便局数」「幼

稚園数」「小学校数」「中学校数」「消防分団数」

「警察署数」では,町村の値が高く,生活に必須

な低次サービスの分野では高い水準のサービス

を受けていることがわかる。

そして「病院数」から「警察署数」までの公

共サービスの17項 目全てで,行政市間の変動係

数よりも郡部町村間の変動係数の方が大きく,

行政市間の格差よりも郡部町村間に広がる格差

の方が大きいことがわかる (第 2図 )。 すなわち

行政市間の変動係数には,最大で消防署数の

O.62と ,1.0を 超える項目はない。それに対して,

郡部町村間の変動係数では,1.o以上の項目が 7

つみられる。最大は,消防署数の2.23で,次に

大きい値は病院病床数の 1.63,病院数の 1.47で

ある。特に医療 。安全のカテゴリーで変動係数

が大きく,それらの項目での郡部町村間の格差

が大きいことが分かる。郡部町村間の変動係数

の値が小さい項目は,一般診療所数,歯科診療

所数,歯科医師数で 0。35,0.32,0。 37と 格差が小

さい。これらのことから,行政市では公共サー

ビスは地域間格差が小さいが,町村間には特に

医療 。安全カテゴリーで大きな格差が存在して

いることがわかる。

一方,広域市町村圏や地方生活圏など広域行

政圏の変動係数は,自 治体の規模・財政 5項目

とともに公共サービス 17項目とも,74市町村 。

53町村の変動係数よりも小さくなっている。広

域行政圏は,単独の自治体では対応しきれない

公共サービスを,あ る一定の広域的な地域単位

で供給するために設定されているため,loの広
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域市町村圏,3の地方生活圏の変動係数は小さ

く,生活圏間の格差は小さくなっている。また

広域市町村圏では,変動係数の幅は0.23-0.78

の範囲にあるのに対し,地方生活圏ではほとん

どの項目の変動係数は,0.02-0。 30の範囲に収

まっており,地方生活圏間の格差はさらに小さ

い。一般に,地域的単位が大きくなると,部分

地域間に存在していた差異がまとめられ,地域

間の差異力Ⅵ さヽくなると考えられる。その際に,

差異の縮小が生じるのは,部分地域間の差異が

相殺されるように統合される場合である。広域

市町村圏や地方生活圏は,公共サービスの供給

拠点である中心市と公共サービスを提供される

周辺町村とが上手く統合されている制度である

ことを示している。

このように74市町村間,21行政市間,53町村

間,10広域市町村圏間,3地方生活圏間の地域

格差全体についてみると,項目ごとの変動係数

の特徴は,財政 。生活環境・教育のカテゴリー

で比較的変動係数力Ⅵ さヽい。特に公共サービス

提供のリソースとなる財政カテゴリーは,他の

公共サービスカテゴリーに比較して変動係数が

特に小さい。これは,前述のとおり自治体の運

営で不足する財源が国からの地方交付税などの

補助金によって補填される制度があるからであ

る。ただし各自治体の独自財源の割合を示す財

政力指数をみると,74市町村の平均値は0。71と

高く,1999年度の全国の市町村の平均値 :0。 41

を大きく上回り,恵まれた静岡県市町村の財政

状態を示している。

前述のとおリー般に公共サービスには,サー

ビス提供者と利用者の観点から,利用頻度が小

さく中心都市のみで提供され,利用者は遠距離

移動もやむなしとする高次なサービスと,郡部

の町村でも提供され,利用者が身近に利用する

低次なサービスという二つの大きなグループに

分けることができる。本研究においても,消防,

病院などが高次なサービスにあたり,その地域

格差は大きいこと,小学校・中学校など義務教

育などが低次なサービスにあたり,その格差は

ガヽさいことが明らかにされた。

次に,こ こまでに明らかにされた公共サービ

スの自治体間格差について,その要因や自治体

の規模・財政基盤との関係を探ることにする。そ

のため,人口当り (財政)歳入額,人口当り (財

政)歳出額,財政力指数,納税者 1人当り課税

対象所得額を取り上げる。これらの自治体の財

政状態を示す指標はほぼ二つのグループに分け

ることができる。一つめのグループは,総人口。

財政力指数。課税対象所得額である。これらは,

自治体の人口規模や,自主財源の割合,住民 1人

あたりの所得水準を示し,前述のとおり行政市

ほど大きい値をとっている (第 1図 )。 もう一つ

のグループが,人口当りの歳入額 。歳出額であ

る。すなわち歳入額 。歳出額の規模は,人口規

模が大きい自治体ほど大きいものの,人口 1人

当りの数値に算出し直すと,人口規模の小さい

郡部町村の値が大きくなる。

自治体の規模・財政基盤を示す項目と,公共

サービスの項目との間の相関係数を算出した

(第 3表 )。 第 3表によると,財政力指数との相

関が有意な正の関係を示す公共サービスの項目

は,医師数,歯科医師数,看護婦 。準看護婦数,

金融保険機関数,消防署数で,財政力指数は高

次なサービス施設数や実際のサービス供給量を

示す指標と相関関係を持っている。したがって

財政力指数は,高次な公共サービスの水準と量

を規定していることがわかる。逆に,納税者 1

人当たりの課税対象所得額は,生活・教育 。安

全のサービス分野のうち,郵便局,幼稚園数,小

学校数,中学校数,消防分団数,警察署数との

間で,有意な負の相関関係を示している。低次

な公共サービスの水準は,基本的に住民の所得

水準と負の関係にあることが分かる。また,人

口当り歳出額と強い有意な正の相関関係を示す

公共サービス項目は,郵便局数,幼稚園数,小

学校数,消防分団数,警察署数であり,人口当

り歳出額は低次な公共サービスの水準を規定し

ていることが分かる。



西原 純・井出博子

第 3表 自治体の規模・財政状況と公共サービス水準との相関分析

公共サービス

項目名

(人口当たり)

総人口 人口 1人

当たり

歳入額

人口 1人

当たり

歳出額

財政力

指数

納税者 1人

当たり課税

対象所得額

医

療

病院数

一般診療所数

歯科診療所数

病院病床数

医師数

歯科医師数

看護婦 。

准看護婦数

薬局数

0.013

0.244

0.215

0.094

0。246*

0。349**

0。209

0。 148

‐0.102

0.129

0.161

‐0.181

‐0。 141

-0。332

-0。234*

-0.219

-0。 100

0.139

0。 175

-0.180

-0。 135

-0.319**

-0.233*

-0.206

0.123

0.084

0.088

0.159

0.249*

0.355**

0.269*

0.129

‐0.058

0.037

0.249*

-0.“2

0.094

0.409**

0.117

-0.052

生

活

郵便局

金融 。保険機関数

-0.201

0.532**

0.777**

-0.315*

0。778**

‐0.308**

-0.476**

0。350**

‐0.438**

0.446**

教

　

　

育

幼稚園数

小学校数

中学校数

高等学校数

-0.190

-0.2“ *

-0。206

-0.007

0.579**

0.809**

0.808**

-0.075

0。582**

0。806**

0.809**

-0.072

-0.292*

-0。 564**

-0.536**

-0.097

‐0。309**

‐0.515**

-0。432**

-0.158

安

　

全

消防署数

消防分団数

警察署数

-0.037

-0。 278*

-0.238*

-0。 114

0.694**

0.846**

-0。 114

0。695**

0。844**

0。277*

-0.527**

‐0。511**

0.012

‐0.461**

-0.497**

**lp<0.01, *lp<0.05

4.西遠 0北遠広域市田I村圏におけ
る公共サービスの格差の実態

広域市町村圏は,個別の自治体が提供できな

いような高次な公共サービスについて,一つの

広域の地域単位で一定レベルのサービスが提供

されるように設定されているが,前章で,その圏

間格差が非常に小さいことを明らかにした.こ

の章では,広域市町村圏内における公共サービ

スの市町村間格差の実態を明らかにしていくこ

とにする。広域市町村圏の事例として西遠地区。

北遠地区広域市町村圏 (ほぼ浜松都市圏に相当

している)を取り上げた。西遠地区広域市町村圏

は浜松市を中心市として,浜北市・湖西市。舞阪

町 。新居町・雄踏町・細江町・引佐町の 3市 5

町で,北遠広域市町村圏は天竜市を中心市とし

て,春野町 。龍山村・佐久間町 。水窪町の 1市

4町村で構成されている (表 2)。 西遠地区とと

もに北遠地区を取り上げた理由は,北遠地区の

中心市天竜が浜松市への10%通勤圏に入ってお

り,北遠広域生活圏は,西遠 。東遠 。中遠広域

生活圏とともに静岡県西部地方生活圏を形作っ

ているからである。また北遠地区は人口密度が

低く山村地域からなり,広域市町村圏を構成す

る自治体も,中心市天竜市の人口が24,000人 ,他

の町村が 1,400人 ～6,900人に止まっていて,

様々な種類の公共サービスを提供するには難し

い地区である。したがって広域市町村圏内の地

域内格差を明らかにするため,北遠地区も研究

対象に含めた。

取り上げた自治体の規模・財政の 5項目およ

び公共サービス17項 目について,浜松市,西遠

地区・北遠地区構成市町村の値を,静岡県74市

町村全体の平均値 。標準偏差を用いて偏差値に

換算した (第 3図 )。 第 3図によると,これら



公共サービスの地域間格差 。地域内格差

第 3図 公共サービス 22項目の偏差値
―西遠地区。北遠地区広域市町村圏を構成する14市町村ごと―

第 4図 公共サービス 22項目についての変動係数
―西遠地区、北遠地区、西遠・北遠地区広域市町村圏ごと一
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の項目のほとんどは,次の三つのパターンに分

けることができる
.。

一つめは,1,2の市町村を

例外とすると浜松市のみ静岡県の平均値を上

回つている項目で,こ れに該当するのは,総人

口,財政カテゴリー :財政力指数,課税対象所

得額のほか,医療カテゴリー:歯科診療所数,病

院病床数,医師数,看護婦 。準看護婦数,生活

環境カテゴリー :金融・保険機関数である。こ

れらは医療カテゴリーに含まれる項目がほとん

どで,高次なサービスとサービス供給量を示し

ている指標である。二つめは,浜松市を除く西

遠広域市町村圏でプラスの偏差値を,北遠広域

市町村圏でマイナスの偏差値をとっている項目

であり,医療カテゴリー :歯科医師数が該当す

る。もともと西遠地区広域市町村圏は浜松の郊

外化現象で人口増加が著しく,人口当たりの公

共サービス水準はあまり高くない。その結果,こ

のパターンに該当する項目は少ない。三つめは,

浜松市を除く西遠地区広域市町村圏でマイナス

の偏差値を,北遠地区広域市町村圏でプラスの

偏差値を示す項目である。これには,財政のカ

テゴリー :人口当たり (財政)収入額 。歳出額
のほか,医療カテゴリー :病院数,一般診療所

数,歯科診療所数,郵便局数,教育カテゴリー :

幼稚園,小学校,中学校,消防分団数,警察署

数の指標が該当する。北遠地区の市町村では,自

治体の財政力指数が低くしかも納税者 1人あた

りの課税対象所得額が低いにも関わらず,こ の

三つめのタイプの公共サービスの水準が高いの

が明らかである。その供給に大きく寄与してい

るのが,前述のような地方交付税を中心とした

地方財政制度であるといえよう。

次に,広域市町村圏内の格差を変動係数の大

小によって把握した (第 4図 )。 ほとんど全ての

公共サービスの項目で,西遠広域市町村圏内よ

りも北遠広域市町村圏内の格差が大きい。先に,

西遠地区市町村と北遠地区市町村の公共サービ

ス項目の偏差値の大小を論じ,かなりの項目で

北遠地区市町村の値が高いことを述べたが,こ

の背後には大きな地域内格差が存在していたの

井出博子

である。そして,西遠地区・北遠地区を統合し

た地域的範囲での変動係数をみると,多 くの項

目において,西遠地区,北遠地区ごとに別々に

算出した変動係数を上回つていることがわかる。

このことは,元々,西遠地区と北遠地区との間

で格差が存在し,それを統合した地域的範囲で

考えることによって,明瞭な格差となって現れ

ていることを意味している。このような性格を

もつ公共サービス項目には,病院数,病院病床

数,中学校数,高等学校数,消防署数,消防分

団数,警察署数などがあり,医療・教育 。安全

のカテゴリーでしかも高次サービスのものが多

いのである。

このように多くの公共サービスの分野で,山

村地域を含む人口密度の希薄な北遠地区で,人

口当たりに換算した施設数の観点では高い水準

のサービスが供給されていることが判明した。

しかしながらこれらの市町村では,例えば,医

療サービスは主として 1次医療を対象とした診

療所の体制にあり,高等学校では分校,安全の

分野の警察署では派出所のレベルの施設によっ

てサービスされている。しかも,同 じ市町村内

でも住民はサービスを受けるために長い距離を

移動をしなければならず,山村の人口密度希薄

地域における公共サービスの利便性は,さ らに

検討の余地があると思われる。

5日     における公共サ=ビス
の格差と住民の社会経済的背景

前章で浜松市に関わる広域市町村圏内の公共

サービスの市町村間格差についてその実態を明

らかにした。中心都市浜松市では,あ りとあら

ゆる種類の公共サービスが提供され,浜松市は

公共サービスに非常に恵まれている地域である

と思われる。この章では,さ らに浜松市域内に

おける地域内格差の実態と背後に存在する住民

の社会経済的背景との関わりを明らかにするこ

とにする。

分析の対象とした基準メッシュは,浜松市域
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第 5図 浜松市域における医療サービスの分析対象範囲

を含むメッシュで,1995年の国勢調査で人口

特性データが公表されているメッシュである

(第 5図 )。 また一つのメッシュが,浜松市と隣

接する市町村の両方にまたがっている場合は,

そのメッシュも浜松市域とし,分析対象域に加

えた。そして,人口が少ないメッシュは,個人

情報の保護の観点から人口総数など一部の項目

を除いて統計情報は公表されず,隣接するメッ

シュに合算されているため,分析から除外して

ある。この結果,分析対象としたメッシュは全

部で238メ ッシュである。研究対象として取り

上げる公共サービスとして,静岡県内及び西遠

地区広域市町村圏内の格差を分析した際に,変

動係数の値が大きかったのは医療カテゴリー分

野であつたことを考慮して,医療施設への近接

性を取り上げた。

第 2章で述べた延べ457の医療施設の内訳は,

総合病院H,一般病院35,診療所65,開業医と

第 4表 浜松市内の分析対象医療施設数

総合病院 。一般病院

総合病院

一般病院

11

35

診療所 。開業医

診療所

内科

小児科

眼科

耳鼻咽頭科

産婦人科

精神 。神経科

65

170

63

27

26

36

24

医療施設の総計

資料 :N円 電話帳 (タ ウンページ)2000年版

して内科170,小児科63,眼科27,耳鼻咽頭科26,

産婦人科36,精神・神経科2である (第 4表 )。
ところで前述したように,あ る基準メッシュに

居住する住民にとって,利用しやすい近接性の
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第 6図 人口 1000人当たり医療施設への近接性得点の分布

第 5表 医療施設への近接性得点と住民の社会経済的属性との重回帰分析結果

被説明変量 :人口 1000人当たり医療施設への近接性得点

回帰式の分散分析

1

7 7

1

7

1

7 1

1

5

1

変動因

分散比

F―値 有意確率 (F) 決定係数

自由度修正済の

決定係数

回帰 8.542 0.000 0。225 0.199

偏回帰係数の検定

説明変量 t―値 有意確率 (t) 標準偏回帰係数

切片 1.249 0。213

JR浜松駅からの距離 ‐4.494

人口総数 0.000 -0.545

15-“ 歳人口率 0。759 0.449 0。 102

65歳以上人口率 0。 155 0.021

核家族世帯率 -0。547 ‐0.045

卸 。小売業就業者率 0.238 0.812 0.021

ブルーカラー就業者率 -3.811 0.000 -0。272
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優れた医療施設とは,総合病院 。一般病院につ

いては当該および周辺の5hメ ッシュの範囲つ

の施設,診療所 。開業医については当該および

隣接した l hlメ ッシュの範囲めの施設であると

みなした。そしてメッシュごとに,そのメッシュ

の住民が周辺のメッシュの施設をいくつ利用で

きるかを数えて「医療施設への近接性得点」を

算出し,さ らにメッシュの総人口で除して,「人

口1000人当りの医療施設への近接性得点図」(第

6図 )と した。

次に,このような医療施設への近接性を規定

している要因を探るために,「人口1000人当り

の医療施設への近接性得点」を被説明変量,「JR

浜松駅からの直線距離」「人口総数」「15-64歳

人口率」「65歳以上人口率」「核家族世帯率」「卸・

小売業就業者率」「ブルーカラー就業者率 (保安 ,

運輸 。通信,技能。採掘工)」 を説明変量とする

重回帰分析"を行った (第 5表 )。
この重回帰分

析の結果,決定係数が0.225で回帰式の説明力が

弱いものの,1%の水準で有意な回帰式が得ら
れた。また説明変量のうち,「JR浜松駅からの距

離」「人口総数」「ブルーカラー就業者率」のt値

は高く,三つの偏回帰係数はそれぞれ水準 1%
で有意であった。

説明変量のうち,「人口総数」の標準偏回帰係

数が-0.545と 最も高い値を示している。このこ

とは,人口の多いメッシュほど医療機関への近

接性得点が低く,逆に人口の少ないメッシュほ

ど近接性得点が高く,それは一般に人口増加や

過密な人口に対して,医療施設の立地が追いつ

かず,施設が不足気味であることを示してい

る。次に標準偏回帰係数が大きいのは「JR浜松

駅からの距離」で,符号はマイナスを示す。こ

のマイナス符号はJR浜松駅からの距離が遠い

メッシュ (郊外部のメッシュ)ほ ど,医療施設
への近接性得点が低くなることを示している。

「ブルーカラー就業者率」の標準偏回帰係数は,

-0.272で あり,ブルーカラー就業者率が高い

メッシュほど,医療施設への近接性得点が低い

傾向がある。また,医療施設への近接性と高齢

者の存在になんらかの関係があるのではないか

と考えられたが,「65歳以上人口率」に関わる t

値は低く,有意な関係があるとはいえなかった。

本研究によつて浜松市においても,医療施設

への近接性とブルーカラー就業者率との間には,

有意な関連性が存在していることが明らかと

なった。しかし,重回帰式の決定係数が低いこ

とは,今回使用した説明変量以外の要因が存在

していることを意味している。そしてまたノッ

クス (1995)が紹介しているような,欧米都市

における住民の社会経済的地位の低さと開業医

の数の少なさとの明瞭な社会的問題は浜松市で

はみられなかった。

6.おわりに

本稿では,公共サービスの地域格差について

静岡県を事例地域としてあげ,自治体の規模・財

政の 5項目と17の公共サービス項目を選んで,

74市町村,21行政市,53町村,10の広域市町村

圏,3つの地方生活圏間の地域間格差を把握し

た。その結果,74市町村間でみられる地域間格

差は,広域な地域で公共サービスの水準を確保

する行政的枠組みである広域市町村圏や地方生

活圏で著しく緩和されていることが確かめられ

た。また74市町村間格差は,行政市21市間の格

差よりも郡部間の町村格差の方が大きかつた。

公共サービスのうちでも,相対的に大きな地域

間格差が存在すると思われる項目は,医療・教

育。安全カテゴリーに多く属しており,病院数。

病床数 。消防署など施設を維持するための費用

が大きく, しかも住民の利用頻度の小さい,い

わゆる高次なサービスに該当した。

次に西遠地区・北遠地区広域市町村圏を事例

として取り上げ,都市圏内における市町村間格

差を詳細に分析した。小規模自治体から構成さ

れている北遠地区では,ほ とんどの人口当たり

のサービス施設数では高い値を示しており,公

共サービス施設が充足されていることが半J明 し

た。しかしながら北遠地区内では,自 治体間格
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差が大きいこと,施設数では把握できない公共

サービスの質の違いが想像されること,高次な

サービスを受けるために住民は長距離を移動す

る必要があることなど,北遠地区の公共サービ

スについてはさらに詳細な分析が必要である。

高次なサービスが集積している都市圏内の中

心都市浜松市域内において,公共サービスの地

域内格差の実態と背後に存在する住民の社会経

済的属性との関係を明らかにすべく,医療サー

ビスヘの近接性を事例として,基準メッシュを

分析単位地域とした重回帰分析を行った。その

結果,回帰式の決定係数は低いながらも,医療

機関への近接性と一部の説明変量との間に有意

な関係がみられた。特に,医療施設への近接性
とブルーカラー就業者率には負の関係が働き,

ブルーカラー就業者率が高い地区ほど,こ れら

の近接性が低いことが明らかとなった。しかし

ながら,こ の関係は,こ れまで欧米の都市で言

及されているほど強くはなかった。

静岡県,西遠・北遠広域市町村圏についての

分析から明らかにされた市町村間格差,浜松市
についての分析から明らかにされた地域内格差

は,重大な社会的問題を引き起こすほどのレベ

ルにはないと思われる。これは,第 3章でも述
べたように,わが国の地方財政制度に助けられ

て,財政力指数が小さく独自財政力を持たない

自治体ほど,1人当たり財政歳入額。歳出額が大

きく,人口当たりに換算した公共サービス施設

数は高い水準にあることと対応している。しか

しながら,本稿で取り扱った公共サービスのう

ち,特に高次サービスと思われる病院数,病院

病床数,高等学校数,警察署数などは,質的差

異を考慮していないこと,分校・派出所を含ん

だ数字であることを考えると,広域市町村圏内
での質的な市町村格差は,少なからず生じてい

ると思われる。質的な格差については,今後の

課題としたい。また近年,公共サービスの運営
を民間に委託するプランがいくつもわが国政府

によって提案されており,今後は公共サービス

の地域格差が拡大する可能性がある。公共サー

ビスの地域的配分のあり方に関する研究は,今

後いっそう重要になると思われる。

本研究は,科学研究費補助金基盤研究 (A)
10301007「情報化社会における地域産業 。社会

の階層構造変容と地域住民の生活変容」プロ

ジエクト (代表 :鎌田哲宏静岡大学情報学部教

授)に参加して得られた成果である。また本稿

をまとめるにあたっては,富田和暁大阪市立大

学大学院文学研究科教授 。林 上名古屋大学大
学院環境科学研究科教授から有益なコメントを

得た。記して感謝の意を表したい。

所属*:静岡大学情報学部情報社会学科
**:静岡県富士宮郵便局

1)住民が健康で文化的な最低レベルの生活を

維持できるよう,個別の自治体の運営に必要

な基準財政需要額が算定され,自治体の地方

税収入 (基準財政収入額)がそれに足りない

場合には国から地方交付税が支給されている。

またさまざまな公共サービスを提供するため

に必要な施設の建設には,国・都道府県から

の補助金が支給されている (片桐 。兼村 。星

野 2000)。

2)例 えば,こ れまで全国に数多く存在し国民
に第 2次 。第 3次保健医療圏での中核的サー

ビスを提供してきた国立病院も,統合化・廃

止,都道府県・市町村への移管,民営化が進
められ,わが国の縁辺地域では高度医療の

サービス体制がゆらぎつつある。

3)生活の質は「客観的指標」と「主観的指標」
という2つの側面から把握することが可能で,

「客観的指標」は住宅・道路・生活関連施設の

水準という「経済的指標」と,生活の安全性 ,

サービスや雇用への近接性などの「非経済的

指標」からなり,「主観的指標」は住民の生活

に対する満足度といった住民自身の評価など

がある (関根 1993)。

4)基準メッシュはわが国の標準地域メッシュ・

システムに基づくもので,一つの基準メッ
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シュの大きさは1.145km(東 西)× 0。924km(南

北)である。

5)後述するように,近接性得点を算出するた

めの利用可能な医療施設とは,「総合。一般病

院」では隣接の5bの範囲,「診療所 。開業
医」では隣接の lbの範囲とした。
6)74市町村全体の平均値・標準偏差を用いて

算出された「偏差値」をもとに平均値を算出

した。

7)吉田・鈴木 。長谷川 (1998)は ,山形市を

事例とした生活の質の計測に関する研究の中

において,居住者の町丁目から利用する諸施

設までの直線距離を算出しており,利用する

総合病院までの直線距離を平均2.31blと報告

している。

8)関根智子 (1992)の 盛岡市を対象とした研

究で,近接性が「普通」のレベルの範囲は,内

科医院までの距離が0。68bと されている。し

たがって本研究では,注 7)・ 8)に示した数

字を目安にそれらを2倍 した,総合病院 。一

般病院 :5km,診療所 。開業医 :1lmを利用

しやすい範囲とした。これらの値は,マイカー

保有率が高い現代では一見低すぎる数字と思

われるが,小学校 。中学校に通う子どもたち

を部活動の合間に,仕事をもつ保護者が,医

療施設の開院時間内に週に何日か通院させる

ためには,かなり妥当な距離であると思われ

る。

9)重回帰分析では,静岡大学総合情報処理セ

ンターの統計分析パッケージSASシ ステムを

用いた。
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